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3) 特別第2種事業は ｢料金届出制｣であり,また 一般第
2桂事業は ｢事業者の白山｣である｡本稿では ｢料金規







































































































































報酬率方式 RPト X ｢


























キャ ノブ規制 に関す る先行研究には膨大なものがあり,
ここて依拠 した井手秀樹 〔19〕,藤桐か太郎 ･伊藤規子 〔14〕の他,Bos〔
6〕,Button〔8〕,Fos-ter〔13〕,Howe
〔18〕, ジ ル ･ヒルズ 〔20〕,岸井大太郎 〔22〕,McNamara〔30〕
,直江卓彦 〔31〕〔32〕〔33〕,佐々木勉 〔41〕 〔42〕,Vlekers
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7) この ｢価格上限規制下 におけるAT&Tの業績｣
(AT&TIs perfomaneeUnderPrlCeCap Regulation,
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表3 価格上限規制下におけるAT&Tの料金改定状況
バスケットとサービス 1990年7月1日の価格指数(注 1) 実際の料金値下(値上)辛(注 2
)許容下限 一 一許容上限 i(1989年6月30日現在の料金と対比




指数 94.3 - 2.4%実
際価格指数 94.3 - 4.2%住宅向け通信料金指数サービス別昼間市外 話 (MTS) 5 95.5 4
%86.3 91.8 95.5 - 4.1夕
劾市外通話 90.1 91.4 98.8 - 8.1%夜間/週末市外通話 34 99 1024
0.3%国際通話 88.8 94.6 98.3 - 4
6%手動通話 .カー ド通話 90.9 98.7 100.6
0.1%リーチアウト.アメリカ 85.5 88
.5 94.6 - 8.9%バスケット2価格上限指数 940 2
.9%実際価格指数サービス別レデ ィライン800サービス 92.8 - 4684.8
90.2 93.9 - 6.5%AT& T800サービス 88.
8 94.7 98.3 - 3.8%メガコム800サービス 80.0 853 8 5
7.6%その他800サービス 87.0 90.0 96.3 -100
バスケッ
ト2 F - 1.6%価格上限指数
96.7実際価格指数 31 - 4.0%
- 5.2%サービス別プロWATS 86
.7 91.1 95.8AT& TWATS 89
8 94.7 99.2 - 0.1%メガコム 84.0 88
.6 92.9 - 4.5%SDN 73.0 768 807 6
2%その他の交換サービス 94.3 99.0 104
.2 - 1.2%音声級専用回線 93.2 98.1 1030 3
.1%その他の専用回線 72.2 76.1 79.8 -232
注1) 1988年12月31日硯在の通信料金を100と
して指数を算出｡注2) 1990年7月1H現在の




項 目 州際サービス (単位1,000ドル)
総 収 入 25,410,1
39総 費 用 税 金 24,094
,819純 利 益 1,3
15,320レー トベース (平均純投資額) ll.320845
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表5 サービス ･バスケットと料金上限
バスケットの種類 価格上限 (注)











セス ･サービスの過大利益の還元方法注1) 特殊な川際サ-ビスについては,3.3%の代わ りに3%,また4.3%の代わりに4%を適用する｡
注2) プライス･キャップ規制を選択しない中小規模の市内電話会社は,引き続き報酬率規制を
受けるが,標準報酬率は11.25% (























































































































































































































































































































































































































































した｡繰 り返 しになるが,再度 プライス ･
キャップ規制の数ある問題点のいくつかについ
て簡単なまとめを行っておけば以下の通 りまと
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